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（柱２）⼈材育成プログラム 
 

３－１．事業概要 

３－２．R６年度⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度初任者研修 

３－３．シンポジウムの開催 

３－４．⽀援者⽀援ニーズの実態調査アンケート 
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3. ⼈材育成プログラム（柱２） 

3-1. 概要 
どうねっとでは⼈材育成プログラムとして、⽣活困窮者⾃⽴⽀援機関の相談員を主な対象として、初

任者研修および、旭川でのどうねっとシンポジウムを開催しました。また⽀援者⽀援のあり⽅を検討するこ
とを⽬的として、相談⽀援員を対象にアンケート調査を実施しました。 

3-2. R６年度⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度初任者研修  
令和６年度 ⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度 初任者研修プログラム 
場所︓札幌市中央区南 8 条⻄ 2 丁⽬ 5-74 市⺠活動プラザ星園 2 階 ⼤会議室 
受講者数︓６⽉６⽇ 参加者︓50 名 ６⽉７⽇ 参加者︓50 
 
1 ⽇⽬︓6 ⽉ 6 ⽇（⽊）13:30〜17:30 
主催者挨拶 北海道⽣活困窮者⽀援ネットワーク【どうねっと】  

会⻑ 松岡 是伸 
講義１ 
 

⾏政説明⽣活困窮者⽀援法の概要・動向 
講師︓北海道 保健福祉部福祉局 地域福祉課 地域福祉推進係  
久保 賢汰 

講義 2 
 

⽣活困窮者⽀援法の理念 
講師︓⼀般社団法⼈北海道ねっとわーく 
佐渡 洋⼦ 

講義３ 
担当別講義 
⾏政担当者 
グループ 

⾏政機関としての⽣活困窮者⽀援制度の理解と役割 
講師︓北海道旭川児童相談所 
 菊地 英⼈ 

 
⽀援担当者 
グループ 

⽣活困窮者⽀援における相談援助の基本 
講師︓特定⾮営利活動法⼈ しりべし圏域総合⽀援センター 
吉村 寿⼈ 

演習１ グループワーク演習 
講師︓なかしべつ⽣活サポートセンターよりそい  
浜尾 勇貴 
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2 ⽇⽬︓6 ⽉ 7 ⽇（⾦）9:30〜12:30 
講義４ 
 

⽣活困窮者⽀援における地域づくり 
講師︓NPO 法⼈ コミュニティワーク研究実践センター 
⽳澤 義晴 

演習２ グループワーク演習 
講師︓NPO 法⼈ ⼥性サポート Asyl（あじーる） 
波⽥地 利⼦ 

まとめ コーディネーター 
NPO 法⼈ コミュニティワーク研究実践センター ⽳澤 義晴 
コメンテーター︓ 
⼀般社団法⼈ 釧路社会的企業創造協議会 櫛部 武俊 

厚⽣労働省 社会・援護局 地域福祉課 鈴⽊ 由美 
R６年度⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度初任者研修テキスト 
テキストは下記より DL できます。 

 
https://tinyurl.com/58jsz439 
 
参加者アンケート 
参加者アンケートは 34 名から回答があり、「とても満⾜している」58.8％、「まぁまぁ満⾜している」

38.2％、「どちらでもない」3%となりました。 
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アンケートの詳細については下記のＱＲコードから参照できます。 
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3-3. シンポジウムの開催 
【どうねっと】 シンポジウム in 旭川  
参加者⼈数︓56 名 
 
2024 年度 北海道⽣活困窮者⽀援ネットワーク【どうねっと】 シンポジウム in 旭川  
 
テーマ︓重層×⽣困〜包括的⽀援体制における⽣活

困窮者⾃⽴⽀援制度の役割を考える 
〜in 旭川  

開催⽇︓２０2５年２⽉２６⽇（⽔） 
時間︓１３時３０分〜１７時００分 
場所︓北海道旭川市神楽３条７丁⽬１­４５ 旭

川市⼤雪クリスタルホール ⼤会議室 
次第 
開会挨拶  
 北海道⽣活困窮者⽀援ネットワーク（どうねっと）会
⻑ 松岡是伸 
開催地挨拶 旭川市 福祉保険部 ⽣活⽀援課 課
⻑ ⾼桑和寿⽒ 
■第１部 基調講演  
◆〜地域共⽣社会における政策としての重層と困窮〜 
〇厚⽣労働省 社会・援護局 地域福祉課 ⽣活困窮者⾃⽴⽀援室・地域共⽣社会推進室  
室⻑ 南 孝徳⽒ 
■第 2 部 シンポジウム  
◆〜シンポジウム〜包括的⽀援体制における⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度の役割を考える〜 
パネリスト︓ 
北海道保健福祉部 福祉局 地域福祉課 神原雅⼈⽒ 
旭川市社会福祉協議会 地域まるごと⽀援員・統括⽀援員 柴⽥ 淳⽒ 
旭川市⾃⽴サポートセンター センター⻑ 及川 晴美⽒ 
津別町社会福祉協議会 地域福祉係 係⻑ ⽴花さおり⽒ 
⼩樽市福祉保険部 福祉総合相談室 ⾃⽴⽀援担当 主幹 ⼤⼝明男⽒ 
コーディネーター︓ 
⼀般社団法⼈ 北海道総合研究調査会(HIT)  調査部⻑・東京事務所⻑ 切通 堅太郎⽒ 
コメンテーター ︓北星学園⼤学 社会福祉学部 社会福祉学科 教授 松岡是伸⽒ 
厚⽣労働省 ⽣活困窮者⾃⽴⽀援室・地域共⽣社会推進室 南 孝徳⽒ 
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シンポジウム資料 
シンポジウムの資料は下記より DL できます。 
https://tinyurl.com/yc64dzbt 
 
 
 

当⽇のアーカイブ動画は以下の URL から閲覧できます。 

https://www.youtube.com/watch?v=n5xlwdeuOQQ 
 
 
 
 
 
参加者アンケート 
参加者アンケートは 10 名から回答があり、「とても満⾜している」50％、「まぁまぁ満⾜している」

40％、「どちらでもない」10%となりました。 

 
アンケートの詳細については下記のＱＲコードから参照できます。 
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3-4. ⽀援者⽀援ニーズの実態調査アンケート 
アンケート概要 
⽀援者⽀援に関するニーズ調査として、相談⽀援に携わる相談員の現場でのニーズや課題をより深く

理解し、⽀援者としての活動をさらに効果的にサポートするための基礎資料とすることを⽬的に実施しま
した。 

調査対象︓ 
 北海道内の⽣活困窮者⽀援機関＋福祉事務所設置⾃治体＋社会福祉協議会＋NPO 等⺠

間団体＋北海道⽣活困窮者⽀援ネットワーク「どうねっと」の会員 
調査⽅法︓ 
調査対象者へ各団体を通じて依頼し、オンライン調査システム（LimeSurvey）を利⽤して回答を

得た。 
調査時期︓ 
2025 年 1 ⽉ 6 ⽇（⽉）〜2 ⽉ 14 ⽇（⾦）（初回締切は 1 ⽉ 24 ⽇、その後延⻑） 
回答数︓ 
150 件 
 
アンケート調査結果  

本アンケートは、相談⽀援業務を⾏っている相談員 150 名から回答を得ました。 

回答者の基本的な属性 
・ 年齢は「40－49 歳」が 36.0％、「50－59 歳」31.3％、「30－39 歳」が 14.0％。 
・ 性別は男性が 58.0％とやや多くなっています。 
・ 70.7％は配偶者がいると回答し、30.0％が⼩学⽣以下の⼦どもを抱えて仕事を⾏っていまし

た。 
・ 現在相談⽀援として従事している主たる分野は「⽣活困窮者⾃⽴⽀援」56.0%、「⾼齢福

祉」14.7％、「障がい福祉」10.0％、「児童福祉」0.7%となりました。 
・ 雇⽤形態としては、「正社員」が 80.0%、「契約社員」10.0%、「理事・役員」6.0%などとなっ

ています。 
・ 勤め先での経験（従事）年数は「5 年以上 10 年未満」が最も多く 22.0％、次に「1 年以上

3 年未満」が 21.3％、「10 年以上 20 年未満」が 16.7％「20 年以上」が 15.3％、「1 年
未満」も 10.7％と様々です。 

・ 福祉分野での経験（従事）年数は「10 年以上 20 年未満」と「20 年以上」がそれぞれ
32.7％と⼤半を占めました。「5 年以上 10 年未満」が 14.0％、「1 年未満」は 2.7％のみで
す。 
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・ 所属先は「社会福祉法⼈」が最も多く 60.0％、次に「地⽅公共団体」12.0％、「医療法⼈」
10％、「NPO 法⼈」8.0％などです。「株式会社」と「その他営利法⼈」をあわせると 5.3％とな
ります。 

・ 所有資格は「社会福祉⼠」が 47.3%、「社会福祉主事」が 35.6％、「介護福祉⼠」
25.3％、「介護⽀援専⾨員」21.9％、「精神保健福祉⼠」14.4％などとなっています。資格が
ないと回答したのは 22.6％でした。 

 
相談員が研修に求めること 

・ 知識やスキルの研修機会など、必要と感じているものとしては、「⽣活困窮（⾃⽴）」に関するも
のが 50％、「⽣活困窮（家計相談）」に関するが 45.3%、「地域づくり・地域課題」が
47.3%。「多機関連携」40.0%などが⼤きな割合を⽰しています。 

・ これを、主たる相談分野別にみると多機関連携については、⽣活困窮で 42.9% となり、⾼齢
福祉 36.4 %、障がい福祉 13.3％より⾼い割合を⽰していました。⼈材育成については⽣活
困窮で 33.3%、⾼齢福祉 18.2%,障害福祉で 20.0％となっています。⽣活困窮（就労準
備）については、⽣活困窮で 38.1% 、⾼齢福祉 18.2%に⽐べ、障がい福祉で 40.0%とよ
り⾼い割合を⽰していました。 

・ また、その他回答として「相談員へのメンタルヘルス」、「引きこもり⽀援」といったテーマを記載が⾒
られました。 

 
どうねっとでは、今後は「地域づくり・地域課題」「多機関連携」を⽬的とした情報交換の機会も増
やしながら、テーマに応じた知識向上・スキルアップの研修に取り組みたいと考えています。 
 

 
相談員の感じるストレス、悩み、業務上の困難 

・ ⼀週間の勤務時間のうち相談⽀援に従事する時間は「10 時間未満」が 42.7％、「30 時間
以上 40 時間未満」が 18.0％、「10 時間以上 20 時間未満」14.7％、「20 時間以上 30
時間未満」が 13.3％、「20 時間以上」が 11.3％となりました。また⼀か⽉の時間外労働・休
⽇労働が 80 時間超えたと回答したのは 2.7％のみでした。 

・ こういった勤務のなかで、不安・悩み・ストレスとして「仕事の質」38.2%、「仕事の量」29.9%、
「仕事の失敗責任の発⽣」23.6%などが多く挙げられています。 
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・ 勤務上の悩みとしては「能⼒や資質への不安」42.1%、「賃⾦が低い」23.6%、「兼務が忙し

く、相談業務に⽀障がある」20.0％などとなっています。 
・ 業務の中で困難と感じていることでは、「⾃分の知識やスキルに関すること」43.3％、「⽀援の限

界」40%、「困難事例への対応」34%などとなっています。 

29.9%

38.2%

16.0%

20.1%

23.6%

20.1%

1.4%

8.3%

19.4%

16.0%

0% 20% 40% 60%

[仕事の量]

[仕事の質]

[対人関係（セクハラ，パワハラ含む）]

[役割・地位の変化等（昇進・昇格，配置転…

[仕事の失敗，責任の発生等]

[顧客，取引先等からのクレーム]

[事故や災害の体験]

[雇用の安定性]

[会社の将来性]

[ストレスと感じる事項がない]

自分の仕事や職業生活に関することで、強い不安・悩み・ストレ

スを感じることを教えてください。

7.1%

7.1%

2.9%

23.6%

5.0%

7.9%

42.1%

10.0%

5.0%

20.0%

22.9%

0% 20% 40% 60%

[残業（持ち帰り仕事含む）が多い]

[休日・休暇が取りにくい]

[夜間・緊急対応が多い]

[賃金が低い]

[研修に参加できない]

[研修の場、機会が少ない]

[自分の能力や資質に不安がある]

[相談相手がいない]

[組織内で孤立している]

[兼務が忙しく、相談業務に支障がある]

[悩みはない]

18 勤務上の悩みがあれば教えてください
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・ 上記のほか、割合は低いものの、個⼈に対する負担感として、「職員が不⾜している」26.7%、

「業務内容に対して給与が⾒合っていない」11.30%、「対⼈援助業務をおこなううえで精神的
負担が⼤きい」17.37％といった回答にも注⽬すべきと思われます。 

・ また、⾃分の仕事や職業⽣活に関することで強い不安，悩み，ストレスについて相談できる⼈
がいますかという複数回答設問では、同僚が 52.0％「上司」52.0％、「家族・友⼈」46.6％が
ほとんどを占めました。⼀⽅で「相談出来る⼈がいない」10.1%、「わからない」7.4％となっていま
す。 

 
全体的に⽀援を⾏うなかでの知識やスキルへの⾃⾝が不⾜しているのではないかという不安が多い

ようである。相談員同⼠が気軽に業務上の悩みなどを共有する場が求められます。 
 

27.3%

43.3%

12.0%

16.0%

17.3%

40.0%

16.7%

34.0%

10.0%

2.7%

4.0%

8.7%

0.7%

17.3%

3.3%

13.3%

9.3%

11.3%

26.7%

6.0%

10.7%

0% 20% 40% 60%

[業務量，進め方に関すること]

[自分の知識やスキルに関すること]

[関係機関（生困制度）との連携に関すること]

[関係機関（生困制度以外）との連携に関す…

[関係機関（行政）との連携に関すること]

[生困制度の支援の限界や難しさ，資源の乏…

[対象者との対応や関係構築]

[困難事例への対応]

[新規相談，プラン件数等業務目標]

[担当ケース数が多い]

[生活困窮者自立相談支援に関する業務量が…

[生活困窮者自立相談支援以外の業務量が多い]

[勤務時間が不規則]

[対人援助業務をおこなううえで精神的負担…

[対人援助業務をおこなううえで身体的負担…

[他法・他施策・他分野に関して、組織とし…

[管理職や組織によるサポート体制が不十分]

[業務内容に対して給与が見合っていない]

[職員が不足している]

[研修等キャリア形成の機会が少ない]

[特に困難は感じていない]

業務の中で困難と感じていることがあれば教えてください
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相談員が連携・ネットワークにもとめること 

・ 多機関・多職種と連携する⽬的としては、「⽀援のつなぎ先としての相談」が最も多く 80％、次
に「知識を得るため」60.7%、「情報交換」63. 3%、「社会資源についての相談」57.3%、
「困難ケースについての相談」56.0% などとなりました。 

・ ⽣活困窮者⽀援におけるネットワーク（⽀援者⽀援）にどのような機能や役割を期待しますかと
いう設問では、「情報交換」70.7%「つながりづくり」61.3%、「ノウハウ提供」44.7%、「社会資
源の開拓」40.7%、「⼈材育成や研修」39.3％などです。 

 
・ 他組織との連携は、どのような形が多いですかという設問では、「所属組織としての、他組織との

連携」が最も多く 63.3％となっている⼀⽅、「個⼈としての、他組織に属する個⼈との連携」とい
う個⼈同⼠の連携が 21.3％となっています。 

・ 「個⼈としての、他組織との連携」は 8.0％、「所属組織としての、他組織に属する個⼈との連
携」は 6.7％となっており、個⼈が軸になる連携を合計すると 36％となります。 

 
特に「⽀援のつなぎ先」が 80％という数字は、地域差はあるとしても、業務上、喫緊の課題、切実

な課題なのだろうと感じられ、重く受け⽌める必要がある。 
⼀⽅、連携の形については、個⼈が軸になった連携が４割近くを占め、連携に際しての⽀援員個

⼈の役割が改めて確認され、組織同⼠だけではなく、個⼈単位でつながれる情報交換会の重要性が
再認識された。 
 

  

61.3%

70.7%

39.3%

44.7%

24.7%

40.7%

14.7%

32.0%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80%

[つながりづくり]

[情報交換]

[人材育成や研修]

[ノウハウ提供]

[スーパーバイズ]

[社会資源の開拓]

[従事者の地位向上に関する事]

[現場の意見の集約と行政等への共有]

[特にない]

生活困窮者支援におけるネットワーク（支援者支援）にどのよ

うな機能や役割を期待しますか
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担当ケース数の分析 
プラン継続・モニタリングしている担当ケース数を継続期間でみていくと、次のようになりました。 

 
・ なお、すべてにおいて、担当ケースが 0 件というのは 17.3％にとどまります。 
・ 分野別に 1 年以上の担当ケースの平均件数をみると、障がい福祉が最も多く 46.07 件。⽣活

困窮は 6.2 件、⾼齢では 3.09 件です。6 ヶ⽉以上１年未満の担当ケースの平均件数をみる
と、障がい福祉が最も多く 12.67 件。⽣活困窮は 4.31 件、⾼齢では 0.82 件です。6 ヶ⽉
未満の担当ケースの平均件数をみると、障がい福祉が最も多く 9.8 件。⽣活困窮は 4.69 件、
⾼齢では 0.82 件です。全体的に障害は多くのケースをもち、⾼齢福祉がもつ担当ケースは少
なくなっています。 

・ また、担当しているケースのうち、⽀援困難と感じるものの割合は、「10％未満」が 43.3％、
「10％以上 30％未満」が 30.0％である⼀⽅、「50％以上 70％未満」が 12.0％、「70％
以上」との回答も 6.0％です。分野別にみると次のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⽣活困窮分野では、1 年以上関わるケースが⼀定数あり、⽀援困難と感じるものの割合も⾼い。

障がいや⾼齢とはまた違ったスキルが求められていると⾔える。 
 

33.3%

32.0%

31.3%

41.3%

25.3%

29.3%

20.7%

22.0%

4.7%

29.3%

10.0%

1.3%

7.3%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

６ヶ月未満のケース

６ヶ月以上１年未満

１年以上のケース

支援継続期間別にみた担当ケース数

0件 1～3件 4～10件 11～29件 30件以上

32.1%

68.2%

46.7%

40.5%

36.9%

9.1%

40.0%

32.2%

10.7%

13.6%

6.7%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困窮（n=84）

高齢福祉（n=22）

障がい福祉（n=15）

合計（n=121）

担当しているケースのうち、支援困難と感じるもの割合

10% 未満 10% 以上30% 未満

30% 以上50% 未満 50% 以上70% 未満

70% 以上90% 未満 90% 以上
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